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年頭所感
～共に成長する～

年頭所感
～地域とともに、未来を創る～三条商工会議所

会頭

兼古 耕一

日本商工会議所
会頭

三村 明夫

　新年明けましておめでとうございます。
　2022年の新春を迎え、謹んでお慶び申し上げます。
　さて、一昨年の春から続く新型コロナウイルスの感染
者発生もワクチンの接種率上昇に伴い最近は全国的に
かなり低下し、状況も落ち着いて参りました。昨年９月
に当商工会議所に於いて県内商工会議所としては唯一
の職域接種を実施することができ、会員企業や地域の
皆様から好評を頂きました。しかし最近、オミクロン株
と言う新たな変異株の出現で世の中に不透明感が漂い、
先行きに第６波の到来が懸念されております。せっかく
動き始めたグローバルな活動をする経済界に、この変
異株の与えた心理的な影響は大きなものと思われます
が、引き続きしっかりとした正しい情報提供に努めなが
ら地域経済を支えて参ります。
　昨年は期待された東京2020オリンピック・パラリンピ
ックも１年延期して変則的な開催でしたが何とか実施さ
れ、日本人選手の活躍に興奮し感動することができまし
た。当商工会議所の80周年記念式典も１年延期し、昨
年10月14日に実施することができました。目下、式典
当日の写真も掲載した記念誌を作成中で、今春にはお
届けできるように準備をしております。
　地域経済は引き続き厳しい状況が続いておりますが、
一方で巣ごもり需要やコロナ禍を契機としてブームとな
ったアウトドア関連の企業は比較的好調とのお話も伺い
ます。三条市内の企業は幅の広い販路を持ち、業種・
業態も様々であり、今までも大きな変化に対して果敢に
対応してきた実績があり、今回の危機も乗り切って頂け
るものと信じております。三条商工会議所は、皆様の事
業活動、地域産業が永続するよう、引き続き全役職員
が全力を尽くしてお手伝いして参ります。
　新型コロナウイルス禍における地域経済活性化策の一
つとして、地域経済で一番影響を受けていると言われる
地元飲食業等への応援を行うため、昨年末から「SANJO
安心なお店エールキャンペーン」と銘打ったプレミアム
飲食券（三条市委託事業）を実施しておりますが、非
常に好評で追加販売もさせて頂きました。少しでも地元
飲食業界への応援と感染防止対策認証制度の普及にお
役に立てればと考えております。
　日本経済、特に地方経済にとって一番の問題は人口
減少です。これによって成長率が低く抑えられデフレに
陥っている原因とも言われております。人口減少によっ
て働き手の確保も難しくなり、限られた人材を有効に活

　明けましておめでとうございます。
　2022年の新春を迎え、謹んでお慶び申しあげます。
　昨秋以降、国内では新型コロナ新規感染者数が低位で
推移し、本格的な日常生活回復に向けた動きが加速する中
で新年を迎えられたことを皆さまと共に喜びたいと思います。
　海外での感染再拡大などもあり、先行きの見通しは予
断を許さないものの、商工会議所は、本年を感染防止
と社会経済活動をより高い次元で両立させる年と位置付
け、地域経済ならびにそれを支える事業者の皆さまの発
展のため、引き続き全力を尽くしてまいります。
　さて、コロナ禍で急激に落ち込んだ経済もようやく回
復基調に転じましたが、依然力強さを欠き、業種や規模
により回復度合いが異なる「K字型回復」の状況が続い
ています。国民全体を覆う閉塞感を真に打開するために
も、昨年政府が決定した「新たな経済対策」の着実な
実行はもとより、国民が日本の将来について明るい希望
を抱けるような、新たな成長と発展への道筋を明確に示
す必要があります。
　第２次岸田内閣の発足以降、政府は「新しい資本主義」
を掲げ、「成長と分配の好循環」「コロナ後の新しい社会
の開拓」に向けて議論を重ねてきました。私はコロナ禍
を通じて、「強く豊かな国でなければ有事の際に国民を
守ることができない」と改めて認識しましたが、日本を危
機に対するレジリエンスを備えた強い豊かな国にするた
めには、コロナ禍で明らかになった社会課題の解決と経
済成長を車の両輪として同時に実現することが必要です。
　少子高齢化に向かう人口動態等、様々な構造的課題
を抱えるわが国が、社会課題を解決すると同時に経済成
長を図るためには、一国の豊かさを示す総合的な指標で
ある「１人当たりGDP」の引き上げを国全体の目標とし
て掲げ、あらゆる分野での生産性向上と潜在成長率の底
上げを図る必要があります。特に、雇用の約７割を占め
る中小企業の生産性を引き上げることは、ひいてはわが
国全体の生産性の向上につながる重要な課題です。他
にも、経済・医療安全保障、成長を支える基盤である
人材育成や科学技術研究への投資、デジタル化の推進、
「S＋３E」の原則を踏まえたバランスの取れたエネルギ
ー政策と技術革新等が不可欠です。通商面では、TPP
やRCEPの成果を踏まえ、同じ考えを持つ国々との連携
を深めつつ、引き続き日本が自由貿易体制推進において
主導的な役割を果たすべきです。
　こうした課題認識を踏まえ、われわれ商工会議所は本年、

用し、また人材を育成し、人材に投資をしていかなけれ
ばなりません。日本商工会議所の三村明夫会頭は「常
に企業の力をつけ経営安定化の為、各企業の生産性を
上げコストアップや付加価値をフェアーに分け合い取引
を適正化し共存共栄関係の構築が必要」と説いていら
っしゃいます。
　三条市には昨年４月に三条市立大学が開学しました。
新設大学とはいえ、定員80人に対して非常に優秀な学
生82人が全国から入学しました。三条市立大学の育成
人材像は「創造性豊かなテクノロジスト」であり、工学
と技術のマネージメントを融合したカリキュラムでイノベ
ーションを起こしてこれからの高度なものづくりをリー
ドする人材を育成する事としています。
　既に市内の幾つかの企業が三条市立大学に奨学金を
寄付したり、寄付講座を設けたりしながら大学を支援し
ているほか、三条商工会議所としても三条市立大学と
連携して地域に開かれたセミナーを開催しております。
　三条商工会議所は引き続き三条市立大学と連携しな
がら、イノベーションやDX（デジタルトランスフォーメ
ーション）を支える高度人材輩出と地域定着に努めると
共に、大学教授との共同研究なども促しながら事業承
継や企業内創業も進めることにより、地域経済の活性
化につなげて行きたいと思います。
　今後の地域産業はこの様な三条市立大学をはじめ、
地域にある大学のほか県の支援機関や他業種・多業界
と連携し、より良いモノやサービスをより高い付加価値
で提供する事が今後重要になります。
　今年も、三条商工会議所のスローガン「市民と感動
を共有し、笑顔と感謝で共に成長する」のもと、当地
の歴史や特徴を認識し、それを活かし互いに連携を図
りながら、新しい時代に立ち向かい会員の皆様と共に
成長して参りましょう。皆様のご協力とご指導をよろし
くお願い申し上げます。

特に以下３点について重点的な取り組みを実行してまいります。
　第一は「デジタル活用による中小企業の体質強化」で
す。これまでも幾多の困難を乗り越えてきた日本の中小
企業は、様々な変化に柔軟かつ迅速に対応できる潜在的
な変革力を有しています。中小企業経営へのデジタル活
用は、生き残りをかけた自己変革の有力な手段であり、
コロナ禍で加速したデジタル化の流れを、業務効率化に
留まらず、越境EC等を通じた販路拡大、さらには業態
転換などのビジネス変革にまで広げる経営力向上の柱と
して強力に支援してまいります。
　第二は「事業再構築、取引適正化等を通じた付加価
値の向上」です。商工会議所による伴走型の経営相談
体制の強化により、事業承継や事業の再生・再構築を
後押しし、経営の効率化や付加価値創出力の向上を強
力に支援してまいります。また、大企業と中小企業で構
成されるサプライチェーン全体で、創出した付加価値や
コストをフェアに分かち合う取引適正化も不可欠です。
登録企業が４千社を超えた「パートナーシップ構築宣言」
は、官民連携でこれを実現するための有力なプラットフ
ォームであり、今後は宣言の実効性をより高め、中小企
業の付加価値向上、ひいては日本全体の成長力の底上
げに寄与してまいります。
　第三は「地域ぐるみの地方創生の推進」です。東京
一極集中と言われますが、実際には一次産業の成長産
業化、インフラ整備を通じた製造業の集積、インバウン
ド需要の取り込みなどを進めてきた地方圏の方が、東京
圏よりも高い経済成長率を実現しております。コロナ禍
を契機としたさらなる地方分散化の動きもみられる中、
政府の「デジタル田園都市国家構想」も踏まえ、こうし
たモメンタムを地方創生の加速化につなげていくことは、
レジリエントな日本の国土形成のためにも不可欠です。
商工会議所は、地域総合経済団体として地域の多様な
主体との連携を深め、地域ぐるみの地方創生をさらに後
押ししてまいります。
　最後に、日本商工会議所は今年で創立100周年を迎
えます。「地域とともに、未来を創る」をスローガンに、
次の100年に向けて、中小企業の活力強化と地域活性
化による日本経済の持続的な成長の実現を目指し、515
商工会議所と連合会、青年部、女性会、海外の商工会
議所とのネットワーク力を最大限活用し、新しい時代を
皆さまと切り拓いてまいりたいと思います。引き続きの
ご支援、ご協力をお願いして、私の年頭のあいさつとさ
せていただきます。
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「三条商工会議所 
　創立80周年を迎えて」

㈱野崎忠五郎商店 代表取締役
三条商工会議所 副会頭

野崎 正明

　コロナ禍で１年延期となりましたが、三条商
工会議所創立80周年記念式典が昨年10月14日、
新潟県知事など大勢の来賓出席の中、200人を
超える参加者の下、無事に開催することができ
ました。皆様に心より感謝を申し上げます。ま
た、記念誌では３人の歴代会頭にインタビュー
を実施し、20年を超える素晴らしい歴史を改
めて垣間見ることができました。それは決して
平坦ではなく、地域社会の変遷に呼応しながら
も目標を持ち続けてきた歩みでありました。歴
史に刻まれた会議所事業は今日の三条市と地域
の繁栄に大きな影響を与え、私達の重要な礎と
なっています。改めて、事業を牽引して頂いた

歴代会頭の皆様に感謝を申し上げます。記念誌を
飾るもう一つは、正副会頭と青年部との座談会で
あります。今日に至るまでの成果や反省そして将
来を見据えた前向きな意見交換が行われ、大変有
意義な企画となりました。青年部には更なる期待
をしております。また、２月25日には辛坊治郎
氏をお迎えしての記念講演会が開催されます。大
勢の皆様から聴講して頂きたいと思います。私達
が今後遭遇する環境は順風満帆でなく、困難も考
えられますが、創立90周年100周年に向け、会員
の皆様、地域の皆様と共に前進できることを願っ
てやみません。

謹 賀 新 年 令和４年　正月
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すべての事業者に関係、納税額が変わる
インボイス制度対策セミナー

　令和５年10月１日から
導入される「適格請求書
等保存方式（インボイス
制度）」の概要や予想され
る影響、対策に関する
「インボイス制度対策セミナー」が12月８日、三
条商工会議所で開かれた。インボイス制度は、
標準税率10％、軽減税率８％の複数税率となっ
ている消費税などについて、正確な税率、税額
を売り手から買い手に伝えるための制度。
　いわゆる「免税事業者」であっても、登録
事業者（適格請求書発行事業者）となってイ
ンボイス（適格請求書）を発行しなければ、

買手である取引先は仕入税額控除が適用で
きなくなる。昨年10月から登録申請書の受付
が始まっており、免税事業者や同事業者と
取引する買い手を含む多くの事業者に関係
するため、早めの対応が肝要となる。
対策セミナーで講師を務めた、つばさ税理
士法人所長・代表税理士、㈱つばさM＆A
パートナーズの山田眞一氏は「課税方式が
変わり、納税額も変わるということに関心
が薄いようだが、実質的に皆さんの納税す
る消費税額は増えることになる。インボイ
ス制度はすべての事業者に関係がある」な
どと述べて、対策を促していた。

［担当課支社］
長岡支社Sチーム TEL:0258-35-7535
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運
㈱
三
条
支
店
　
支
店
長

運
輸
の
使
命
に
徹
し
て

　
　
　
　
　

社
会
の
信
頼
に
こ
た
え
る

平
林
直
和

参
　
与

マ
ル
ソ
ー
㈱
　
代
表
取
締
役
会
長

國
を
支
え
て
國
に
頼
ら
ず

渡
邉
喜
彦

謹 賀 新 年 令和４年　正月
三条商工会議所　役員・議員等（順不同）

常
議
員

シ
ン
ワ
測
定
㈱
　
代
表
取
締
役

渡
辺
　

徹

常
議
員

税
理
士
法
人
P
i
e
r
T
a
x
　
代
表
社
員 

石
月
良
典

常
議
員

㈱
三
条
ロ
イ
ヤ
ル
ホ
テ
ル
　
代
表
取
締
役
社
長

継
続
こ
そ
力
な
り

石
川
友
意

常
議
員

関
根
税
務
会
計
事
務
所
　
所
長

関

根

龍
一

常
議
員

富
士
電
材
㈱
　
代
表
取
締
役

一
言
芳
恩

吉
井
直
樹

常
議
員

㈱
梨
本
商
店
　
代
表
取
締
役
社
長

も
の
づ
く
り
の
お
手
伝
い

梨
本
次
郎

常
議
員

㈱
野
崎
製
作
所
　
代
表
取
締
役
社
長

有
言
実
行

野
崎　

喜
一
郎

常
議
員

北
陸
工
業
㈱
　
代
表
取
締
役
社
長

お
客
様・社
員・株
主・社
会
へ
の

　
　
　
　
　
　
　
　

四
つ
の
お
役
立
ち

加
藤
伸
夫

常
議
員

㈱
マ
ル
サ
　
代
表
取
締
役
社
長

人
と
技
術
で
次
代
を
拓
く

齋

藤
一
成

常
議
員

角
利
産
業
㈱
　
代
表
取
締
役

道
具
を
通
し
て
豊
か
な
人
生
を
提
案
す
る

加
藤
將
利

常
議
員

㈱
ナ
ガ
オ
カ
・
リ
コ
ー
　
代
表
取
締
役
社
長

一
陽
来
復

長
岡
信
治

常
議
員

㈱
中
條
金
物
　
代
表
取
締
役
社
長

一
所
懸
命　
一
言
芳
恩 中

條
克
俊

常
議
員

㈱
ハ
ー
モ
ニ
ッ
ク
　
代
表
取
締
役
社
長

柄
沢
利
文

常
議
員

割
烹
魚
も
と
　
代
表

温
か
い
明
か
り　

友
情 元

川
由
郎

常
議
員

㈲
角
屋 

餞
心
亭
お
ゝ
乃
　
取
締
役
会
長

一
忍
百
事
成

大
野
新
吉

年
賀
広
告

年
賀
広
告

参
　
与

ア
ク
サ
生
命
保
険
㈱
新
潟
支
社

　
支
社
長

人
間
万
事
塞
翁
が
馬 浅

岡
正
剛

常
議
員

㈱
川
﨑
合
成
樹
脂
　
代
表
取
締
役
会
長

川
﨑
国
雄

参
　
与

西
巻
印
刷
㈱
　
取
締
役
会
長

日
々
穏
や
か
に

西
巻

克

郎

常
議
員

㈱
カ
エ
リ
ヤ
マ
　
代
表
取
締
役
社
長

一日一
生

歸
山
　

肇

参
　
与

㈱
日
本
政
策
金
融
公
庫
三
条
支
店

　
支
店
長

加

藤

謙
一

参
　
与

北
陸
ガ
ス
㈱
長
岡
支
社
　
支
社
長

熱・誠・忍

白
井
松
雄

参
　
与

マ
ル
ナ
オ
㈱
　
取
締
役
会
長

至
誠

福
田
健
男

参
　
与

㈱
ハ
イ
サ
ー
ブ
ウ
エ
ノ
　
取
締
役
会
長

顧
客
第
一
主
義

小
越
憲
泰

参
　
与

東
北
電
力
㈱ 

新
潟
県
央
営
業
所
　
所
長

よ
り
、そ
う
、ち
か
ら
。 佐

藤
　

均

常
議
員

本
間
電
機
工
業
㈱
　
取
締
役
会
長

本
間
好
夫

常
議
員

㈱
外
山
組
　
専
務
取
締
役

外
山
　

豊

常
議
員

㈱
ナ
ガ
オ
ケ
　
代
表
取
締
役

永

桶

俊
一

常
議
員

㈱
長
谷
川
興
産
　
代
表
取
締
役

人
を
愛
し
、職
を
愛
し 長

谷
川　
　

武

常
議
員

㈲
熊
倉
建
設
設
計
事
務
所
　
代
表
取
締
役

感
謝

安
達
俊
明

常
議
員

㈱
エ
ス
・
タ
ク
シ
ー
　
代
表
取
締
役

安
全・快
適・確
実

佐
々
　

健
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謹 賀 新 年 令和４年　正月
三条商工会議所　役員・議員等（順不同）

常
議
員

㈱
オ
ー
シ
ャ
ン
シ
ス
テ
ム 

　
取
締
役
会
長

一
意
専
心

樋
口
　

勤

常
議
員

㈱
マ
ル
ヨ
ネ
　
代
表
取
締
役

田
代　

徳
太
郎

常
議
員

三
條
信
用
組
合
　
理
事
長

感
謝

佐

藤
一
正

常
議
員

　
㈱
第
四
北
越
銀
行 

三
条
支
店 

支
店
長

長
谷
川　

徹

常
議
員

㈱
ト
キ
ワ
印
刷
　
取
締
役
会
長

切
磋
琢
磨

早
川
瀧
雄

常
議
員

㈱
西
山
カ
ー
ト
ン
　
代
表
取
締
役

無
事
是
貴
人

西
山

徳

芳

常
議
員

相
場
商
事
㈱
　
代
表
取
締
役
社
長

相
場
亮
嗣

常
議
員

　
㈱
外
山
精
一
商
店
　
代
表
取
締
役

創
意
工
夫

外
山
浩
玲

議
員

㈱
川
崎
製
作
所
　
代
表
取
締
役

も
の
づ
く
り
へ
の
あ
く
な
き
挑
戦

川
崎　

富
士
雄

議
員

㈱
坂
源
　
代
表
取
締
役
社
長

行
動
な
く
し
て
成
果
な
し

坂
井
信
行

議
員

㈱
野
崎
プ
レ
ス
　
代
表
取
締
役

温
故
知
新

野
崎
喜
嗣

議
員

日
野
浦
刃
物
工
房
　
代
表

ノ
ー
ア
タ
ッ
ク・ノ
ー
チ
ャ
ン
ス

日
野
浦　
　

司

議
員

㈱
三
条
金
子
建
設
　
代
表
取
締
役

谷
川
和
夫

議
員

㈱
マ
ル
ト
長
谷
川
工
作
所

　
代
表
取
締
役
社
長

Ｌ
Ｏ
Ｖ
Ｅ　
Ｓ
Ａ
Ｎ
Ｊ
Ｏ 長

谷
川　

直
哉

議
員

㈲
齊
藤
造
園
　
代
表
取
締
役

目
く
ば
り・気
く
ば
り・心
く
ば
り

齊
藤
眞
澄

議
員

三
条
サ
ッ
シ
工
業
㈱
　
代
表
取
締
役

船
越
良
則

謹 賀 新 年 令和４年　正月
三条商工会議所　役員・議員等（順不同）

議
員中

山
鉄
工
所
　
代
表

中　

山　
　

隆

議
員

㈱
ナ
リ
タ
工
業
　
代
表
取
締
役

価
値
の
創
造

成
田
秀
雄

議
員

㈱
野
水
機
械
製
作
所
　
会
長

今
井
道
郎

議
員

㈱
ナ
ガ
イ
　
代
表
取
締
役

永
井
龍
雄

議
員

髙
森
コ
ー
キ
㈱
　
代
表
取
締
役
社
長

打
つ
手
は
無
限

髙
森
武
志

議
員

長
谷
由
工
業
㈱
　
代
表
取
締
役

恩
義　

信
念　

努
力 長

谷
川　

恵
慈

議
員

福
一
興
産
㈱
　
代
表
取
締
役

お
客
様
第
一
‼

外
山
　

貢

議
員日

本
料
理 

小
山
屋

信
用・健
康

小
山
広
志

議
員

㈲
ピ
ュ
ア
シ
ャ
イ
ニ
ン
グ
　
代
表
取
締
役

社
員
の
成
長
は
企
業
の
繁
栄
！

石
山
早
苗

議
員

㈱
み
ず
の
　
代
表
取
締
役

継
続
は
力
な
り

水

野
一
郎

議
員山

重
酒
店
　
代
表

誠
心
誠
意

白
椿
弘
栄

議
員

㈱
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
シ
ス
テ
ム
　
取
締
役
会
長

落
合
益
夫

議
員

三
恵
㈱
　
代
表
取
締
役
社
長

世
の
中
の
進
歩
繁
栄
に
尽
す

外
山
博
康

議
員

中
越
交
通
㈱
　
代
表
取
締
役

川
本
高
志

議
員

ヤ
ナ
ド
リ
鋼
鉄
㈱
　
代
表
取
締
役

想
像
を
創
造
す
る

柳
取
崇
之

議
員

五
十
嵐
刃
物
工
業
㈱
　
代
表
取
締
役

み
ど
り
と
と
も
に

五
十
嵐　

孫
六

議
員

㈱
齋
鐵
　
代
表
取
締
役
社
長

誠
実
と
和

齋
藤　

孝
之
輔

議
員

㈱
サ
カ
タ
製
作
所
　
代
表
取
締
役
社
長

会
社
は
公
器
で
あ
る 坂

田
　

匠

年
賀
広
告

年
賀
広
告

議
員

㈱
サ
ン
ユ
ー
印
刷
　
代
表
取
締
役
会
長

玉　

木　
　

敏

議
員

ト
ッ
プ
工
業
㈱
　
代
表
取
締
役
社
長

石
井
真
人

議
員

㈲
鈴
文
　
代
表
取
締
役

雪
国
を
幸ゆ
き

国ぐ
に
に
変
え
る
。

鈴

木
　

一

議
員

関
川
木
工
所

関
川
修
司

議
員

㈱
田
中
衡
機
工
業
所
　
代
表
取
締
役
社
長

田
中
康
之

議
員

㈱
矢
嶋
屋 

　
代
表
取
締
役

不
屈・不
退
転・不
束
縛 内

田
良
治
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謹 賀 新 年 令和４年　正月
三条商工会議所　役員・議員等（順不同）

議
員

㈲
ス
ズ
ト
ー　

釜
焼
鳥
本
舗
お
や
ひ
な
や

笑
門
来
福

鈴　

木　
　

直

議
員

　

江
戸
川
産
業
㈱ 

代
表
取
締
役
社
長

新
保
智
也

議
員

㈱
ロ
ー
ハ
チ　

代
表
取
締
役

五
十
嵐　

淳

議
員三

陸
運
送
㈱　

会
長

優
し
さ　

勇
気　

思
い
や
り

岡
田
大
介

議
員

　

㈱
Ｋ
・い
し
か
わ　

代
表
取
締
役

人
生
あ
く
ま
で
精
進
な
り

石

川
一
昭

議
員

新
潟
精
機
㈱　

代
表
取
締
役

五
十
嵐　

利
行

議
員

㈱
熊
倉
建
築
事
務
所　

代
表
取
締
役

熊
倉
高
志

議
員

㈱
髙
儀　

取
締
役
会
長

誠
実
と
努
力

髙　

橋　
　

司

議
員㈲

宇
智
華　

社
長

感
謝

池
　

清
一

議
員

㈱
全
研
ビ
ル
サ
ー
ビ
ス　

取
締
役
会
長

誠
実
と
努
力

佐
藤
弘
志

年
賀
広
告

しなやかに、 自分らしくしなやかに、 自分らしく

工業部会 「はたらく女性のプレミアム女子会part９」工業部会 「はたらく女性のプレミアム女子会part９」

　 読 売 新 聞 「 発 言 小
町」運営責任者で、働
く女性のためのサイト

「大手小町（otekomachi）」
編集長の小坂佳子氏を
講師に迎え、工業部会
主催の「はたらく女性
のプレミアム女子会
part９」が、三条商工会議所及び燕三条イタリ
アンBit燕三条本店で11月12日に開かれた。
　演題は「女性が抱えるワークライフバランス
問題の解決法を学ぶ」。小坂氏は読売新聞の記
者として子育てと記者業を両立してきたことや
支局長としての経験、多くの女性役員にインタ
ビューした学びから、「女性のワークライフバ
ランスの問題は個人的なものではなく、社会全
体の問題として捉えるべきだ」と述べた。
　女性に限らず誰もが働きやすい職場づくりの
ためには「どんな人が来てもすぐに働けるよう
になる仕事のシステム化、マニュアル化」や、
組織としての方向感、目標の共有。管理職とし
ては「トラブルの芽を早く摘むために、何でも
教えてくれるネタ元をつかむこと。常に情報が
入ってくる風通しのよい組織と聴く姿勢、そし

て自分の考えを誰もが分かる言葉で伝えるこ
と。『声を伝え、声を聴くこと』これに尽きる」
と説いた。
　小坂氏はさらに、30代の女性をターゲットに
したセミナーや取材の経験則から、「若い女性
社員の悩みには『なりたい自分が思い浮かばな
い』『何を目指したらよいのかわからない』と
いうものが多い、女性役員の多くが役員を目指
していたのではなく、結果として役員となって
いる。もっと自然体で、目の前の仕事に熱心に
取り組むことが自分を成長させ、自由に、しな
やかに働けるようになる」と自らが歩んできた
道とも重ねながら話していた。

会員調査のご協力を
　当商工会議所では３年毎に、1月1日現在の会員事業所の資本金額、従業員数に関する調
査を行い、調査結果に基づいて各会員事業所の会費額を算定しております。12月下旬に送
付いたしました調査票へのご記入、ご提出をお願いいたします。ご回答のない場合、変更
がないものとして会費額を算定させていただきます。
なお、算定後の会費額については本年3月頃、改めてご案内いたします。� 担当：総務課



12 13

会
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訪
問

No.
129

藍あ

い

庭に

わ

代
表
　
畠は

た 

弥や

真ま

人と

氏

　「庭師として、庭を通じて感動と
幸せを造っていきたい」、藍庭は日
本庭園の技術を柱に、住宅事情や顧
客のニーズに沿った庭造りをデザイ
ンから施工まで一貫した取り組みを
強みとする造園会社。代表の畠弥真
人氏は、保内地区で５代続く畠園芸
の家系に生まれ、大学で造園技術を
学び、神奈川県鎌倉市の造園業で実
務経験を積んだ生粋の庭師だ。
　2011（平成23）年、30歳で畠園
芸から独立創業した理由を畠氏は

「一言で言えば、ただただ庭を造り
たかった。それも主張の強い木や岩
を見せるための庭ではなく、一つの
景色として造り込まれた庭を」と説
明した。畠氏によると、保内地区は
里山を利用した五葉松の産地だった
ことをルーツに造園業が発展してい
ったため、植木の生産販売からアプ
ローチする庭造りが主流となってい
るという。
　藍庭では、顧客の要望から計画を
立て、CADで図面を描いて施工す
る。建築土木にも通じる工程を踏む
が「庭は曲線が多く、植物を相手に
するため現場合わせで図面通りにい
かないことも多い。施工中は施主様
と毎日お話しし、要望を自分なりに
消化（昇華）しながら庭を造ってい
く」と畠氏。顧客と常に対話しなが
ら造り上げる庭は、作品とも呼べる

ような完成度で、口コミでの受注が多いが、
「あまり手を広げすぎることなく、目の届く範
囲で技術をもった庭師を育て、しっかりとした
庭を造り続けたい」と、理想の庭造りに真摯に
取り組む姿勢を貫く。
　施工した庭を開放する「オープンガーデン」
や異業種と連携した庭の写真展なども行い、広
く庭の魅力を伝えている。

庭の終活「庭結び」
　庭木や庭石を整理し、庭をリノベーションす
る「庭結び」は、注目度の高まっている事業の
一つで、三条市だけでなく、見附、長岡、燕、
西蒲原方面にもエリアを拡大する予定。
　「リノベーションと言っても庭としてだけで
なく、駐車場やカーポートの設置などさまざま
な利活用につなげられる」と柔軟に対応。庭造
りと双璧をなす藍庭の事業の柱として、庭木の
伐採などの依頼に幅広く応えている。

生涯現役の庭師に
　畠氏は庭師であり、庭のプランナーであり、
経営者。2021年度には三条商工会議所青年部会
長を務め、自らを「職人会長」として青年部事

業にも取り組んできた。「商工会議所青年部会長
のお話をいただいた時、一生に一度あるかない
か、貴重な経験になると考え、お受けした」と
いい、文字通りの経験やつながりが藍庭の事業
にも活かされている。
　藍庭の展望は「一般の人にも、造園に携わる
人たちにも、もっと庭を好きになり、庭に興味
を持って、庭を愛してほしい。次世代の庭師た
ちが、しっかりと庭について考えられるような
環境を整えていきたい」と話す。春には、庭へ
興味を持つ間口を広げようとSNSを通じて余剰
資材を市民に提供し、DIYなどで提供資材を活
用した成果を、SNSで紹介してもらう取り組み
を始めるほか、現在も行っているネット販売に
ついても新たな商材開発も進めていく予定。
　すべては、「どこよりも素敵な庭を造り続け
るため、生涯現役の庭師であり続ける」という
目標のために。

藍庭
〒955-0021
三条市下保内3678
http://www.ai-niwa.com/
TEL・FAX 0256-64-7565

心動かす庭造り

和のテイストをモダンに表現

三条商工会議所
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三条商⼯会議所 ⽇本産原産地証明書(⾮特恵)の「オンライン申請・発給」開始のお知らせ

★ 従来の「書⾯申請・窓⼝発給」の原産地証明も引き続きご利⽤できますが、
同⼀インボイス番号でオンラインとの重複発給は出来ません。

★ 従来の原産地証明書⽤紙は窓⼝申請・発給の時のみ使⽤可能です。
オンライン申請・発給ではお⼿持ちのA4サイズ⽩紙をご使⽤ください。

★ 以下の証明書について、当所ではオンライン対応は⾏いません。
・外国産原産地証明、インボイス証明、サイン証明
・代⾏業者によるオンライン発給申請

ステップ オンライン申請・発給 窓⼝での書⾯申請・発給

1.貿易登録 オンライン(申請システム⼊⼒・書類のダウンロード)
窓⼝(申請書類の提出)

(⼿数料、税込み) 2年間有効 会員：無料、⼀般(⾮会員)：11,000円
2.発給申請 オンライン 窓⼝

3.決済 オンラインで請求書発⾏,印刷
(後⽇振込)

窓⼝
(現⾦)

(⼿数料、税込み) 1件につき 会員：1,260円
⼀般(⾮会員)：2,360円

1件につき 会員：1,100円
⼀般(⾮会員)：2,200円

4.発給 オンライン
(申請者が印刷) 窓⼝

●窓⼝発給との注意点
・原産地証明書は連続記載⽅式となり、全ての
ページに申請者と商⼯会議所のサインが記載
され、商⼯会議所の割り印は記載しません。
アタッチシート⽅式は使⽤できません。
・発給後の訂正は⼀切できません。修正が必要
な場合は再発給となり、再度⼿数料をいただ
きます。

〜オンライン発給での
メリット(申請者)〜

☑商⼯会議所へ出向かずに申請・証明書受領がで
きるため、時間の節約になります。

☑⼿数料決裁を請求書にてお⽀払いいただけます。
☑証明書は⼀般的なA4⽩紙に印刷。
専⽤紙の購⼊・保管のコストを削減できます。

☑オンライン申請の履歴を活⽤した発給申請が可
能で、⼊⼒の⼿間を省けます。
☑発給した証明書の真正性は専⽤のリファレン
スサイト上で証明番号または、QRコードを⽤
いて確認可能です。

貿易登録動画
マニュアル

発給申請動画
マニュアル

〇問い合わせ先○
産業振興課
メール：hanro@sanjo-cci.or.jp

三条商⼯会議所では12/20より、貿易関係証明（⽇本産原産地証明）のオンライン申請・発給を開始しました。商⼯会議所まで出向かず
に申請、証明の受け取りが可能です。
ご利⽤の際には、オンライン貿易登録が必要となります。下記の図やQRコードのマニュアル動画をご覧になって、⼿続きをお願いします。
従来の「書⾯申請・窓⼝発給」も引き続きご利⽤できますが、同⼀インボイス番号でオンラインとの重複発給はできません。

ネット接続製品の安全な
利用ガイドを公開中

三条商工会議所　 日本産原産地証明書(非特恵)の
「オンライン申請･発給」 開始のお知らせ

高まるサイバー攻撃のリスク

　昨今、パソコンやスマートフォンだけでなく、プリ
ンターやネットワークカメラ、エアコン、冷蔵庫など
さまざまな機器がインターネットにつながるようにな
った。利便性が高まる一方で、サイバー攻撃を受ける
リスクも高まっている。そのため、製品メーカーは開
発する製品に対してセキュリティーを確保するための
機能を搭載するなどの対応を行っている。利用者はセ
キュリティーを確保する機能を備えた製品を選び、正
しくその機能を理解して利用する必要がある。
　独立行政法人情報処理推進機構（IPA）では、「ネット
接続製品の安全な選定ガイド」と「ネット接続製品の安
全な利用ガイド」を公開。安全なネット接続製品を選び、
購入したネット接続製品を安全に利用するためのポイン
トをイラスト入りで分かりやすくまとめている。

まずパスワード変更定期的アップデートも
　「ネット接続製品の安全な利用ガイド」では、購入
した製品を安全に利用するためのポイント、および対
応方法を７項目にまとめている。
■確認①アカウント設定がある製品は、購入したらす
ぐにパスワードの変更などセキュリティー設定を実施
していますか？
　初期設定のパスワードが「推測されやすいもの」や、
公開されている「取扱説明書などに記載されているも
の」だった場合、そのパスワードは他人から容易に推
測されたり、取扱説明書によって他人に知られてしま
ったりする恐れがある。パスワードの変更はセキュリ
ティー対策の第１歩である。
■確認②製品メーカーのウェブサイトを確認していますか？
　定期的に製品メーカーのウェブサイトを確認して、
アップデートしないと、製品を他人に不正に使われて
しまう恐れがある。
■確認③セキュリティーのサポートが終了した製品を
利用していませんか？

　セキュリティーのサポートが終了した製品は新たな
セキュリティー対策が提供されないため、情報を不正
に使われてしまう恐れがある。
■確認④パスワード以外に、提供されたセキュリティ
ー機能を使用していますか？
　セキュリティー機能を正しく使用しないと製品が危
険な状態にさらされる恐れがある。
■確認⑤不慮の事故に備えて、バックアップや設定内
容の記録を取っていますか？
　バックアップや記録を取らないと、事故にあった場
合に、情報を失う恐れがある。
■確認⑥使わなくなった製品はネットから切り離して
いますか？
　使わなくなった製品は、セキュリティー対策がなさ
れず、気付かぬうちに悪用される恐れがある。
■確認⑦製品を廃棄する場合には購入時の状態に戻し
ましたか？
　購入時の状態（初期化された状態）にしなかった製
品から、保存された情報が漏えいする恐れがある。
購入時の選定ガイドも公開
一部の製品には、これらのセキュリティーを確保する
機能を有しない製品があるため、購入時の製品選定が
重要となる。製品選定における確認のポイントは「ネ
ット接続製品の安全な選定ガイド」を参照してほしい。
（下記QRコード）
　IPAのウェブサイトでは、確認のポイントだけでな
く、確認できる場所や実施しなかった場合の影響、対
策などを解説したガイドの詳細版を公開している。ま
た、映像も公開しているので、システムに不慣れな事
業者や個人でも参考になるだろう。ネット接続製品の
安全を確保するために、本ガイドを活用してほしい。
　ガイドの詳細は、QRコードを参照。

（独立行政法人情報処理推進機構・江島将和）
日本商工会議所「会議所ニュース」2021年７月21日号より転載

○�当会報に日本商工会議所「情報漏えい賠償責
任保険制度〜サイバーリスク補償型」のパンフ
レットを同封しました。ぜひ、ご覧ください。

中小企業のセキュリティー対策
ネット製品　安全な利用を

三条商⼯会議所 ⽇本産原産地証明書(⾮特恵)の「オンライン申請・発給」開始のお知らせ

※１従来の「書⾯申請・窓⼝発給」の原産地証明も引き続きご利⽤できますが、
同⼀インボイス番号でオンラインとの重複発給は出来ません。

※２従来の原産地証明書⽤紙は窓⼝申請・発給の時のみ使⽤可能です。
オンライン申請・発給ではお⼿持ちのA4サイズ⽩紙をご使⽤ください。

※３以下の証明書について、当所ではオンライン対応は⾏いません。
・外国産原産地証明、インボイス証明、サイン証明
・代⾏業者によるオンライン発給申請

ステップ オンライン申請・発給 窓⼝での書⾯申請・発給

1.貿易登録 オンライン(申請システム⼊⼒・書類のダウンロード)
窓⼝(申請書類の提出)

(⼿数料、税込み) 2年間有効 会員：無料、⼀般(⾮会員)：11,000円
2.発給申請 オンライン 窓⼝

3.決裁 オンラインで請求書発⾏,印刷
(後⽇振込)

窓⼝
(現⾦)

(⼿数料、税込み) 1件につき 会員：1,260円
⼀般(⾮会員)：2,360円

1件につき 会員：1,100円
⼀般(⾮会員)：2,200円

4.発給 オンライン
(申請者が印刷) 窓⼝

●窓⼝発給との注意点
・原産地証明書は連続記載⽅式となり、全ての
ページに申請者と商⼯会議所のサインが記載
され、商⼯会議所の割り印は記載しません。
アタッチシート⽅式は使⽤できません。
・発給後の訂正は⼀切できません。修正が必要
な場合は再発給となり、再度⼿数料をいただ
きます。

〜オンライン発給での
メリット(申請者)〜

☑商⼯会議所へ出向かずに申請・証明書受領がで
きるため、時間の節約になります。
☑⼿数料決裁を請求書にてお⽀払いいただけます。
☑証明書は⼀般的なA4⽩紙に印刷。
専⽤紙の購⼊・保管のコストを削減できます。
☑オンライン申請の履歴を活⽤した発給申請が可
能で、⼊⼒の⼿間を省けます。
☑発給した証明書の真正性は専⽤のリファレン
スサイト上で証明番号または、QRコードを⽤
いて確認可能です。

貿易登録動画
マニュアル

発給申請動画
マニュアル

〇問い合わせ先○
産業振興課
メール：hanro@sanjo-cci.or.jp

三条商⼯会議所では12/20より、貿易関係証明（⽇本産原産地証明）のオンライン申請・発給を開始しました。商⼯会議所まで出向かず
に申請、証明の受け取りが可能です。
ご利⽤の際には、オンライン貿易登録が必要となります。下記の図やQRコードのマニュアル動画をご覧になって、⼿続きをお願いします。
従来の「書⾯申請・窓⼝発給」も引き続きご利⽤できますが、同⼀インボイス番号でオンラインとの重複発給はできません。

鉄鋼材料価格の高騰、供給不足、
今、鐵鋼業界で何が起きているのか「足下の鉄鋼マーケットについて」

　日本製鉄㈱新潟支店鋼材室長の藤野卓之氏
を講師に招いた鋼材動向把握講演会が12月15
日、三条商工会議所で開かれた。藤野氏は、
鋼材が値上がりし、鋼材が入手しにくくなっ
ている要因を、「脱炭素（カーボンニュート
ラル）によって、大量に二酸化炭素を排出す
る高炉などの休止。莫大な費用を要する技術
開発のための不採算部門廃止・縮小などがあ
る。カーボンニュートラルという潮目がある
以上、この構造は変わらないのではないか」
と解説した。鉄鋼石、石炭の価格上昇や、二

酸化炭素を排出しない「ゼロカーボンスチ
ール」の技術開発などによって「価格を上
げないと利益が出ない状況で、（価格を）
下げたくても下げられない状況」という。
　世界的にもゼロカーボンスチールの技術
開発競争は激しく、この競争に勝てなけれ
ば国内鉄鋼メーカーは「国内で安定的に提
供ができない」とし、コスト削減による
「筋肉質の体制づくり」と環境負荷を抑え
た高付加価値鋼材へのシフトに理解を求め
ていた。

鐵鋼部会
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※「法律相談」「事業承継相談」「知的財産権相談」「Ｍ＆Ａ相談」は開催日７日前迄に予約が無い場合は中止となります。
　（予約締切日が燕三条産業カレンダー休日の場合は、その前日迄にご予約ください。）

三条商工会議所専門家相談日
秘密を厳守しておりますのでお気軽にご相談ください!

まずはお電話にてお申し込みください。
TEL 0256-32-1311

7（月） 16（水） 14（月） 25（金）
9（水）

16（水）
随時お受けしております 随時お受けしております随時お受けしております

ご相談
無料

税理士による
税務・消費税
対策相談

弁護士による
法律相談

M＆A相談
社労士による労務相談

行政書士による行政書士相談

知的財産権相談

貿易相談 日本政策金融公庫による
資金繰り相談

事業承継
相談

相談時間:10:00～12:00 ※一部時間が異なります。
会　　場：三条商工会議所３Ｆ相談室
（資金繰り相談のみ2F日本政策金融公庫三条支店）

2022年

2月

※13：00～16：00 と

今 月 の 写 真

　 「下田
荒沢の白鳥」
岡田昭彦（写友わらじ）

　三条商工会議所青年部（畠弥真人会長）は
昨年11月26日、ジオ・ワールドビップで臨時
総会を開き、2022年度第19代会長に現専務理
事の山村興司氏（（株）山村製作所　代表取
締役社長）の就任を全会一致で承認した。
　山村氏は1978年生まれの43歳、同青年部設
立の2004年から在籍しており、BACA委員会委

員長や、専務理事、副会長を歴任。2013年
には青年部10周年実行委員も務めた。
　山村次年度会長は、感染症禍や人口動態な
どによる社会変化は、青年部が活動の可能性
を広げるチャンスと捉えて新年度事業を計画
する方針。１月には副会長をはじめ組織を固
め任期は４月から来年３月まで。

次年度会長に山
やま

村
むら

興
こう

司
し

氏
三条商工会議所青年部臨時総会


